
第14回 定時株主総会

招集ご通知

株式会社ココルポート

開催日時
2025年９月19日（金曜日）午前10時
受付開始：午前９時30分

開催場所
ステーションコンファレンス川崎 Room A
神奈川県川崎市幸区大宮町１番地５
カワサキデルタ JR川崎タワーオフィス棟３階

決議事項
議 案 取締役７名選任の件

株主総会にご出席いただけない場合

インターネット又は書面（郵送）により議決権
を行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権行使期限
2025年９月18日（木曜日）午後６時まで

証券コード：9346
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証券コード 9346
2025年９月３日

（電子提供措置の開始日2025年８月2８日）
株 主 各 位

神奈川県川崎市川崎区砂子二丁目５番11号
株 式 会 社 コ コ ル ポ ー ト

代表取締役社長 佐 原 敦 矢
第14回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりま
すので、いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげま
す。

【当社ウェブサイト】
https://www.cocorport.co.jp/

（上記のウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式について」「株主総
会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ココルポート」又は
「コード」に当社証券コード「9346」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を
順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。）

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、2025年９月18日（木
曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び
「パスワード」をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限ま
でにご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使

のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するよう

ご返送ください。
敬 具

記
１．日 時 2025年９月19日（金曜日）午前10時

（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 ステーションコンファレンス川崎 Room A

神奈川県川崎市幸区大宮町１番地５
カワサキデルタ JR川崎タワーオフィス棟３階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第14期（2024年７月１日から2025年６月30日まで）事業報告及び計算書

類報告の件
決 議 事 項
議 案 取締役７名選任の件
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
（1）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（2）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を

有効なものとしてお取り扱いいたします。
（3）インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問

わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
（4）代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますのでご了承ください。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、
その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載し
た書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令
及び当社定款第14条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
① 事業報告の「新株予約権等の状況」「会計監査人の状況」「業務の適正を確保するための

体制及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関する基本方針」
② 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
③ 監査報告の「計算書類に係る会計監査報告」「監査役会の監査報告」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報
告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎本株主総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご発送に代えて、株主総会終了
後、当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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こちらに議案の賛否をご記入ください。議 決 権 行 使 書
御中

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.

2.

3.

4.

○○○○○○○

）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年 ×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
全員反対する場合 「否」の欄に〇印

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

一部の候補者に
反対する場合
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示の上、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日 時 行使期限 行使期限

2025年９月19日（金曜日）
午前10時（受付開始:午前９時30分）

2025年９月18日（木曜日）
午後６時到着分まで

2025年９月18日（木曜日）
午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお
取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
てお取り扱いいたします。
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議 決 権 行 使 書
御中

株主番号 ○○○○○○○○ 議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.

2.

3.

4.
）
線
取
切
（

○○○○

○○○○○○○

××××年 ×月××日

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

3.

4.
）
線
取
切
（

○○○○○○○

見 本
見 本

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法
https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間 ９:00～21:00）

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト

「次へすすむ」を
クリック

招集ご通知
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インターネットによる議決権行使のご案内
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議 案 取締役７名選任の件
取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体

制の強化を図るため、常勤取締役１名を増員して取締役７名の選任をお願いするものでありま
す。
なお、本議案に関し、社外取締役を委員長とし、委員の過半数を社外取締役で構成する指名・

報酬委員会は、全ての取締役候補者に対し、適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

１
さ はら あつ し

佐 原 敦 矢 （1963年11月20日） 再 任
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1987年４月 株式会社リクルート（現 株式会社リ
クルートホールディングス）入社

2003年10月 株式会社リクルートエイブリック（現
株式会社インディードリクルートパー
トナーズ）転籍

2008年４月 同社東海エリアユニットディレクター
2011年４月 同社関西統括部長
2012年４月 株式会社リクルートドクターズキャリ

ア（現 株式会社リクルートメディカ
ルキャリア）出向 医師斡旋事業部長

2013年４月 同社人事部長兼総務部長兼広報部長兼
法務部長

2014年４月 株式会社クロス・マーケティング入社
マーケティング＆リサーチ部長

2017年１月 当社入社
2017年７月 当社就労移行支援事業本部本部長
2017年10月 当社取締役
2018年４月 当社代表取締役社長（現任）

■所有する当社の株式数
528,100株

■取締役候補者とした理由
2018年４月より当社代表取締役社長として、事業拡大の推進と事業全般の統括を行ってきており、引き続き

当社の企業価値向上を目指すにあたり、強いリーダーシップを期待できることから、取締役候補者といたしまし
た。
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２
いわ もと かつ し

岩 元 勝 志 （1969年３月17日） 再 任
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1991年４月 株式会社リクルート人材センター
（現 株式会社インディードリクルー
トパートナーズ）入社

2009年４月 同社コンプライアンスオフィス部長
2016年10月 株式会社リクルートキャリアコンサル

ティング転籍

2018年１月 当社入社
2018年３月 当社管理本部人事部部長
2018年４月 当社管理本部本部長
2018年７月 当社取締役管理本部本部長兼人事総務

部部長（現任）

■所有する当社の株式数
325,400株

■取締役候補者とした理由
2018年７月より当社取締役管理本部本部長として、人事総務、経理の統括及び会社基盤・体制整備の統括及

び推進を行っており、2023年３月の株式上場以降はIRの推進も行い、引き続き同領域の担当取締役として適任
と考えられることから、取締役候補者といたしました。
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３
なが お よし ひろ

長 尾 吉 祐 （1970年３月30日） 再 任
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1993年４月 株式会社リクルート（現 株式会社リ
クルートホールディングス）入社

2002年６月 株式会社ディー・エヌ・エー社外取締役
2003年６月 株式会社オールアバウト社外取締役
2007年４月 株式会社ジョブダイレクト代表取締役

社長
2012年10月 株式会社リクルートマーケティングパ

ートナーズ（現 株式会社リクルー
ト）執行役員

2015年４月 株式会社リクルートメディカルキャリ
ア代表取締役

2018年７月 当社入社
2019年７月 当社取締役総合支援事業本部本部長兼

就労移行支援３部部長
2020年１月 当社取締役総合支援事業本部本部長兼

就労移行支援２部部長
2022年７月 当社取締役総合支援事業本部本部長兼

就労移行支援４部部長
2023年７月 当社取締役総合支援事業本部本部長兼

カレッジ推進部２部部長
2025年４月 当社取締役総合支援事業本部本部長

（現任）
■所有する当社の株式数

371,490株
■取締役候補者とした理由
2018年７月に当社入社後、2019年７月には当社取締役に就任、現在まで総合支援事業本部本部長として指定

障害福祉サービス事業の統括を行っており、引き続き同領域の担当取締役として適任と考えられることから、取
締役候補者といたしました。
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4
かね みつ まさ し

金 光 雅 志 （1968年10月31日） 新 任
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1992年４月 株式会社関西リクルート人材センター
（現 株式会社インディードリクルー
トパートナーズ）入社

2007年４月 株式会社リクルートエージェント
（現 株式会社インディードリクルー
トパートナーズ）営業統括部首都圏
コンシューマーサービス・不動産マ
ーケットマーケットオフィサー

2012年４月 株式会社リクルートキャリア（現 株
式会社インディードリクルートパート
ナーズ）営業統括部総合企画部部長

2015年４月 同社営業統括部関西営業部部長
2019年４月 株式会社リクルート（現 株式会社イ

ンディードリクルートパートナーズ）
ソリューション統括部地方創生プロデ
ューサー

2024年７月 当社入社
2024年10月 当社総合支援事業本部就労移行支援4

部部長
2025年１月 当社総合支援事業本部就労移行支援4

部部長兼リワーク推進部部長
2025年４月 当社総合支援事業本部就労移行支援4

部部長兼カレッジ推進部2部部長兼リ
ワーク推進部部長（現任）

■所有する当社の株式数
35,000株

■取締役候補者とした理由
2024年７月に当社入社後、現在まで総合支援事業本部の部長を歴任して指定障害福祉サービス事業の統括を

行うとともに、新規サービス及び事業所の推進も行っており、同領域の担当取締役として適任と考えられること
から、取締役候補者といたしました。
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5
たか はし りょう とく

高 橋 龍 徳 （1969年１月15日） 再 任 社外役員 独 立
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1991年10月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査
法人トーマツ）入所

1997年９月 高野総合会計事務所（現 税理士法人
高野総合会計事務所）入所

2001年１月 株式会社ストラテジック・シナリオ設
立代表取締役
虎ノ門共同会計事務所（現 税理士法人
虎ノ門共同会計事務所）設立代表社員

2004年４月 日比谷監査法人（現 晄和監査法人東
京事務所）設立代表社員

2012年９月 キートン・インベストメンツ株式会社
設立代表取締役

2013年６月 ジューテックホールディングス株式会
社（現 ジオリーブグループ株式会
社）社外監査役（現任）

2016年10月 日比谷総合会計事務所設立代表パート
ナー（現任）

2016年11月 株式会社日比谷総合コンサルティング
（現 株式会社大手門ローアカウティ
ング）設立代表取締役

2019年７月 当社社外監査役
2020年３月 当社社外取締役（現任）
2020年４月 東京地方裁判所立川支部 民事調停委

員
2020年10月 株式会社日比谷総合コンサルティング

設立代表取締役（現任）
2025年６月 株式会社Faber Company仮取締役

（監査等委員）（現任）

■所有する当社の株式数
30,000株

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
2019年７月より当社社外監査役として、また2020年３月より当社社外取締役として、会計・税務に関する豊

富な知見による会計を中心とした経営・業務への助言や業務執行に対する適切な監督等を果たしており、引き続
き社外取締役として適任と考えられることから、取締役候補者といたしました。
また、同氏が選任された場合には、指名・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決

定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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6
か つき そう いち

香 月 壯 一 （1951年５月11日） 再 任 社外役員 独 立
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1976年４月 株式会社東急百貨店入社
1998年７月 同社営業政策部長
2001年２月 同社グループ事業統括室長
2005年６月 東急カード株式会社取締役営業開発部長
2005年10月 株式会社ぐるなび常務執行役員管理部

門長
2006年６月 同社常務取締役管理本部長
2009年６月 同社常務取締役営業本部長

2011年６月 同社取締役専務執行役員管理本部長
2013年５月 同社取締役副社長執行役員
2014年１月 東京急行電鉄株式会社（現 東急株式

会社）常勤顧問
2016年３月 メディカル・データ・ビジョン株式会

社社外取締役（現任）
2021年５月 当社社外取締役（現任）
2021年７月 ANYCOLOR株式会社社外取締役

■所有する当社の株式数
０株

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
2021年５月より当社社外取締役として、企業経営の豊富な知見を基に、経営全般に亘る助言及び業務執行に

対する適切な監督等を果たしており、引き続き社外取締役として適任と考えられることから、取締役候補者とい
たしました。
また、同氏が選任された場合には、指名・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決

定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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7
し みず つね み

清 水 恒 美 （1959年９月16日） 再 任 社外役員 独 立
略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況）

1982年４月 株式会社名古屋都ホテル入社
1985年３月 全国朝日放送株式会社（現 株式会社

テレビ朝日）入社（契約社員）
1986年６月 株式会社博報堂入社（嘱託）
1989年 6 月 株式会社電通入社

2017年８月 株式会社電通そらり出向
2018年３月 同社代表取締役社長
2024年 9 月 当社社外取締役（現任）
2025年６月 NPO法人全国精神保健職親会理事

（現任）

■所有する当社の株式数
０株

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
2024年9月より当社社外取締役として、営業・マーケティング及び障がい福祉領域における企業経営全般につ

いての豊富な知見を基に、取締役の職務執行に対する適切な監督等を果たしており、引き続き社外取締役として
適任と考えられることから、取締役候補者としました。
また、同氏が選任された場合には、指名・報酬委員会の委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決

定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。

2025年08月20日 18時12分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



株主総会参考書類

― 13 ―

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．高橋龍徳氏、香月壯一氏及び清水恒美氏は、社外取締役候補者であります。
３．高橋龍徳氏、香月壯一氏及び清水恒美氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし

ての在任期間は、高橋龍徳氏は本総会終結の時をもって５年６か月、香月壯一氏は本総会終結の時を
もって４年４か月、清水恒美氏は本総会終結の時をもって１年となります。

４．当社は、高橋龍徳氏、香月壯一氏及び清水恒美氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。３名の再任が承認された場合は、当社は
各氏との当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金及び訴訟費用を当該保険契約により填補すること
としております。各候補者は当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該保険契
約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．高橋龍徳氏、香月壯一氏及び清水恒美氏は、東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしており、
原案どおり選任された場合は、高橋龍徳氏、香月壯一氏及び清水恒美氏は引き続き独立役員となる予
定であります。

７．佐原敦矢氏の所有する当社の株式数には、同氏の資産管理会社である株式会社A&Cコーポレーション
が保有する株式数を、岩元勝志氏が所有する当社の株式数には、同氏の資産管理会社である株式会社
ＫＲＡＣが保有する株式数を、長尾吉祐氏が所有する当社の株式数には、同氏の資産管理会社である
株式会社アレジアンスが保有する株式数も含めて記載しております。
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（ご参考）
議案が原案どおり承認された場合、本株主総会終結後の各取締役及び監査役が備えるスキルは以下のとお

りです。

氏名 地位・役職

専門性・経験を発揮できる分野

企業経営 マーケティ
ング・営業 財務・会計 人事戦略

コンプライ
アンス・
リスクマネ
ジメント

福祉サービ
ス・障がい
者支援

佐原敦矢 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇

岩元勝志 取締役 〇 〇 〇 〇

長尾吉祐 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

金光雅志 取締役 〇 〇 〇

高橋龍徳 社外取締役/独立
役員 〇

香月壯一 社外取締役/独立
役員 〇 〇 〇 〇

清水恒美 社外取締役/独立
役員 〇 〇 〇

髙原健人 監査役 〇 〇 〇

鈴木知幸 社外監査役/独立
役員 〇

神谷有子 社外監査役/独立
役員 〇

以上
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1 会社の現況
（１）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
当事業年度のわが国経済は、インバウンド需要の増加や賃上げによる雇用・所得環境の改善

等、経済情勢に一定程度の回復傾向がみられています。一方で、物価上昇の継続や米国の通商政
策などの不安定な国際情勢によって当面不透明な状況が続くものと見込まれております。
当社を取り巻く障害福祉サービス業界においては、障害者数は増加傾向にあり1,152.8万人と

なっております(内閣府「令和７年度版障害者白書」)。また、障害者の法定雇用率(民間企業に義
務付けられている障害者の雇用率)は段階的に引上げられ、2024年４月には2.5％となりました
(1976年時点の法定雇用率は1.5％)。2018年には精神障害者が障害者雇用義務の対象に加わり
ました。厚生労働省「令和６年障害者雇用状況の集計結果」によると、民間企業における雇用障
害者数「67万7,461人」、実雇用率(民間企業に実際に雇用されている障害者の雇用率)「2.41％」
はともに過去最高を更新しております。一方で、法定雇用率達成企業の割合は46.0％となって
いることや、法定雇用率自体も2026年７月に2.7％に益々引上げられる(厚生労働省「障害者の
法定雇用率引上げと支援策の強化について」)ことから、今後も障害者雇用の拡大は見込まれ、
それを支援する障害福祉サービスの拡大余地も引き続き大きいと考えられます。
このような環境の下、当事業年度においても社会課題解決に応えるべく拠点数増加を推進し、

前事業年度末の105拠点(就労移行支援事業所74拠点、自立訓練(生活訓練)事業所(Cocorport
College、Cocorport Rework)31拠点)から15拠点増加し合計120拠点へと拡大し(就労移行支
援事業所81拠点、自立訓練(生活訓練)事業所(Cocorport College、Cocorport Rework)39拠
点）、サービスの拡大を図ってまいりました。
これらの結果、当事業年度における経営成績は、売上高6,376,772千円(前期比10.9％増)、営

業利益771,938千円(前期比9.6％増)、経常利益797,843千円(前期比11.0％増)、当期純利益
561,980千円(前期比6.9％増)となりました。
また、当社は指定障害福祉サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。
※本事業報告においては法律用語である「障害」という表記を用いておりますが、ホームページ
やパンフレットでは、法律用語以外は「障がい」と表記しております。
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② 設備投資の状況
当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は137,354千円であり、その

主なものは、事業所の新規開設のための有形固定資産の投資となっております。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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第14期

■ 売上高（千円）

第11期 第12期 第13期

4,176,184
5,083,804 5,750,811

■ １株当たり当期純利益（円）

第14期第11期 第12期 第13期

372,768
596,362

718,720

第14期第11期 第12期 第13期

258,746

452,903
525,584

第14期第11期 第12期 第13期

80.75

138.39 145.79

第14期第11期 第12期 第13期

1,435,478
2,508,498

3,168,968

第14期第11期 第12期 第13期

611,104

1,810,242
2,349,700

■ 当期純利益（千円）

■ 純資産（千円）

■ 経常利益（千円）

■ 総資産（千円）

6,376,772 797,843 561,980

153.84 3,880,030 2,938,255
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（２）財産及び損益の状況

区 分 第11期
（2022年６月期）

第12期
（2023年６月期）

第13期
（2024年６月期）

第14期
（当事業年度）
（2025年６月期）

売上高 （千円） 4,176,184 5,083,804 5,750,811 6,376,772
経常利益 （千円） 372,768 596,362 718,720 797,843
当期純利益 （千円） 258,746 452,903 525,584 561,980
１株当たり当期純利益 （円） 80.75 138.39 145.79 153.84
総資産 （千円） 1,435,478 2,508,498 3,168,968 3,880,030
純資産 （千円） 611,104 1,810,242 2,349,700 2,938,255
１株当たり純資産 （円） 190.70 506.02 649.43 795.10
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（３）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

（４）対処すべき課題
当社は、法令を遵守し、コーポレート・ガバナンスの強化に取組み、継続的に企業価値を高め

ていく上で、以下の項目を重要課題として取組んでまいります。

① 知名度の向上
当社は、「指定障害福祉サービス」を行っておりますが、事業内容の認知度はまだまだ高いと

は言えず、今後は当社の事業をより浸透させることが求められます。当社は、非就労フェーズ
（通所が週２日程度で職業準備性が低い）の障害者も含めた幅広い受け入れを行っているため、
知名度向上が利用者獲得（紹介）の機会増につながるものと考えており、１人でも多くの障害の
ある方に自立に向けた支援を提供することを通じて、自分らしく前向きに地域社会へ参加する人
が増えるように取組んでまいります。

② 人材の確保と社員育成
当社における事業は全て障害のある方に対する直接的な支援であり、重要指標である利用者数

（通所数）、就職者数、定着者数（定着率）等を継続的に保つための最大の要素は、高品質なサー
ビスを提供できる人材の質であるとの認識から、人材の「採用と育成」に大きな経営資源を割い
ております。そのため、当社の理念に共感していただける人材の継続的確保及び定着化を重要な
課題の一つとして認識しております。
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③ 就労定着支援サービスの強化
当社の就労定着支援サービスにおきましては、当社サービスを経て就職をした利用者が、その

職場で長く働き自立することができるようになるまで支援することが必要であると認識しており
ます。当社では、笑顔で長く働き続けられるよう、「就業面」はもちろん、「生活面」や「体調
面」も含めて、土台からしっかりサポートするため月１回以上の面談を必須にするなど、今後も
一層の支援を図ってまいります。

④ 自立訓練（生活訓練）サービスの強化
2020年４月からサービス提供を開始している自立訓練（生活訓練）サービス（Cocorport

College)を強化することは、社会課題である引きこもりの解消につながると考えております。ま
た、就労移行支援サービス利用前段階の方（就職までまだ考えられない方）を自立訓練（生活訓
練）サービスで受け入れることにより、自立訓練（生活訓練）サービス利用終了後に就労移行支
援サービス（就職後は就労定着支援サービス）を提供することによって、より一体としてサービ
スを提供できるようになり、それが利用者へのより大きな付加価値提供につながると認識してお
ります。自立訓練（生活訓練）サービスの強化は、各種サービスの利用者獲得などのシナジー効
果を高めるものと考えております。更に2024年４月より、精神的な不調により休職した方の復
職支援ニーズに応えるため、リワーク専門の自立訓練（生活訓練）サービス（Cocorport
Rework)を開始し、休職されている方々への復職支援も開始しております。

⑤ 事業基盤の強化
・事業所数の拡大
当社事業は、一つの事業所でサービスを提供できる利用定員数が「障害者総合支援法」に基づ

く省令で定められている中、当社は、就労移行支援サービス及び自立訓練（生活訓練）サービス
ともに事業所数を拡大してきておりますが、今後の継続的な事業の成長には、一層の事業所数拡
大を進める必要があると考えております。
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・提供サービスの質の向上
今後継続的に事業所開設を行う際に、どの事業所でも質の高いサービスを提供するためには、

一人ひとりごとに異なる悩みや不安、課題に寄り添った個別支援（一人ひとりに適した支援）の
徹底が必要になります。そのために、研修を充実させ、行動指針の浸透を図っておりますが、今
後一層強化し、各事業所に浸透させる必要があると考えております。

・地域・関係機関との連携強化
障害のある方の個別最適なサービスを提供するために、行政・クリニック・支援機関といった

社会資源への働きかけも重視しております。社会資源からの紹介を通じて、障害のある方に当社
の質の高いサービスを利用していただき、障害のある方の就労移行実績を継続的に示すことで、
社会資源からの紹介を更に増やせるものと考えております。今後もドミナント展開を徹底し、地
域・関係機関との連携を強化することは重要な課題であると考えております。

⑥ 事業関連法令の遵守
当社が展開する事業は、各種法令及び制度に基づいたサービス提供であり、障害者総合支援法

及びその関連法令の遵守が事業継続の前提となります。当社では、これらの法令に基づき事業活
動を行う中で、今後の法改正に柔軟に対応しつつ、持続可能な指定障害福祉サービス体制の構築
を推進してまいります。

⑦ コーポレート・ガバナンスの強化
当社は、持続的な企業価値向上を実現するためには、コーポレート・ガバナンスの強化は重要

な課題の一つであると認識しております。当社では、業務執行に対する監督体制を強化すること
により透明性の高い経営を目指すとともに、内部統制機能の強化及びコンプライアンス遵守を推
進し、企業価値の持続的向上を実現する体制の構築に努めております。具体的には、社外取締役
の活用や監査役会、会計監査人、内部監査室との連携を図り、取締役会の経営戦略策定機能・監
督機能を十分に発揮できる体制を整えております。今後におきましても、内部統制の実効性を高
めコーポレート・ガバナンスを充実していくことにより内部管理体制の強化を図り、リスク管理
の徹底とともに強固なコンプライアンス体制の構築に取組んでまいります。
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⑧ 財務上の課題
財務上の課題については、安定的に営業キャッシュ・フローを獲得できており、財務基盤は安

定していると考えています。今後とも新規事業所開設に伴う投資活動を継続する予定ですが、資
金需要は自己資金及び営業活動によるキャッシュ・フローを源泉とした財務基盤を維持してお
り、現時点で優先的に対処すべき財務上の課題はありませんが、上記事業上の課題に対する対処
及び継続的な設備投資を実行できるよう、投資と内部留保の適切なバランスを検討し、事業の営
業キャッシュ・フローの改善等に対処するなど、財務体質のさらなる強化に努めてまいります。

（５）主要な事業内容（2025年６月30日現在）
名 称 サービス名 概 要

指定障害福祉
サービス事業

就労移行支援
サービス

障害のある方が就労に向けたトレーニングを行い、働くために必要な
知識やスキルを習得し、就職後も職場に定着できるサポートを行うサ
ービス

就労定着支援
サービス

一般就労をしている障害のある方が長く職場に定着できるよう、障害
のある方との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や
関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支
援を行うサービス

指定計画相談支援
サービス

障害のある方が自分らしく生活していくために福祉サービス利用につ
いての相談と目標に合わせた計画を作成するサービス

自立訓練（生活訓練）
サービス

障害のある方が自立した日常生活や社会生活が送れるよう、生活能力
の維持・向上のための訓練や助言などのサポートを行うサービス

（６）主要な営業所及び工場（2025年６月30日現在）
① 本社 ： 神奈川県川崎市
② 指定障害福祉サービス

事業
： 群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、

京都府、兵庫県、福岡県に全120拠点
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（７）使用人の状況 （2025年６月30日現在）
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
791（2）名 52名増 （1名減） 36.1歳 3.4年

（注）使用人数は就業人員であり、定年再雇用者を除く有期雇用契約者は（ ）内に外数で記載しております。

（８）主要な借入先の状況（2025年６月30日現在）
該当事項はありません。

（９）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 株式の状況（2025年６月30日現在）
（１）発行可能株式総数 12,800,000株

（２）発行済株式の総数 3,695,550株（自己株式93株を含む）

（３）株主数 1,498名

（４）単元株式数 100株

（５）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社A&Cコーポレーション 383,100株 10.36％
株式会社ＫＲＡＣ 305,400 8.26
株式会社アレジアンス 234,300 6.34
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 164,900 4.46
佐原敦矢 145,000 3.92
光通信株式会社 140,700 3.80
長尾吉祐 137,190 3.71
伊藤純一 120,000 3.24
ココルポート社員持株会 116,760 3.15
高原健人 100,500 2.71
（注）持株比率は自己株式（93株）を控除して計算しております。

（６）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。

（７）その他株式に関する重要な事項
新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は77,400株増加しております。

2025年08月20日 18時12分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 24 ―

3 会社役員の状況
（１）取締役及び監査役の状況（2025年６月30日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 佐 原 敦 矢
取締役 岩 元 勝 志 管理本部本部長兼人事総務部部長
取締役 長 尾 吉 祐 総合支援事業本部本部長

取締役 高 橋 龍 徳
ジオリーブグループ株式会社社外監査役
日比谷総合会計事務所代表パートナー
株式会社日比谷総合コンサルティング代表取締役
株式会社Faber Company仮取締役（監査等委員）

取締役 香 月 壯 一 メディカル・データ・ビジョン株式会社社外取締役
取締役 清 水 恒 美 NPO法人全国精神保健職親会理事
常勤監査役 髙 原 健 人

監査役 鈴 木 知 幸 東京丸の内法律事務所代表弁護士
協栄産業株式会社社外取締役

監査役 神 谷 有 子 神谷有子税理士事務所代表
株式会社ファンドクリエーショングループ社外監査役

（注）１．取締役高橋龍徳氏、取締役香月壯一氏及び取締役清水恒美氏は、社外取締役であります。
２．監査役鈴木知幸氏及び監査役神谷有子氏は、社外監査役であります。
３．監査役鈴木知幸氏は、弁護士・税理士の資格を有しており、法律、企業法務及び税務に関する相当程

度の知見を有しております。
４．監査役神谷有子氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。
５．2024年９月19日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって、取締役増田泰朗氏は任期満了により

退任いたしました。
６．2024年９月19日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって、監査役秋元正秀氏は任期満了により

退任いたしました。
７．2024年９月19日開催の第13回定時株主総会において、清水恒美氏は新たに取締役に選任され就任い

たしました。
８．2024年９月19日開催の第13回定時株主総会において、髙原健人氏は新たに監査役に選任され就任い

たしました。
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９．当社は、取締役高橋龍徳氏、取締役香月壯一氏、取締役清水恒美氏、監査役鈴木知幸氏及び監査役神
谷有子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第１項並びに当社定款の定

めに基づき、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

（３）補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。

（４）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。当該保険契約の被保険者は当社役員であり、保険料は、その全てを当社が負担
しております。当該保険契約では、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費
用等が補填されますが、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険
者による悪意又は重大な過失がある場合の損害等については補填の対象外とすることとしており
ます。

（５）取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針
当社は、2023年８月31日開催の臨時取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容の決

定に関する方針について以下のとおり決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あら
かじめ決議する内容について、2020年７月15日開催の定時取締役会決議により設置された任意
の指名・報酬委員会に諮問し、答申を受けております。また、取締役会は、当事業年度にかかる
取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該
決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認して
おり、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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第13期（2024年６月期）以降における取締役の個人別の報酬等については、2023年８月14
日開催の定時取締役会決議により、取締役会より委任を受けた指名・報酬委員会が取締役の個人
別の報酬額を審議及び決定し、支給することとしております。
また、2023年９月28日開催の第12回定時株主総会決議により、第13期（2024年６月期）

より常勤取締役に対して業績連動報酬を支給することとしております。

ａ．基本方針
当社の取締役の報酬は年度単位で変更される、業績に連動しない固定の金銭報酬である基本報

酬に加え、2023年９月28日開催の第12回定時株主総会で導入が決議された業績連動報酬によ
り構成されております。非金銭報酬等については、現時点においては導入しておりません。

ｂ．基本報酬に関する方針
基本報酬である業績に連動しない月額固定の金銭報酬は、職務・貢献度・業績等を勘案の上、

取締役会より委任を受けた指名・報酬委員会が、取締役の個人別の報酬額を審議及び決定し、支
給することとしております。権限を委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役
の職務や貢献度を適切に把握・判断するには指名・報酬委員会が適していると判断したためで
す。なお、取締役の報酬等は、2019年６月14日開催の臨時株主総会決議により、社外取締役以
外の取締役の報酬の額を年額100,000千円以内とし（当該株主総会終結時点の取締役の員数は
５名（うち、社外取締役は２名））、社外取締役の報酬の額は2023年９月28日開催の第12回定
時株主総会決議により、年額30,000千円以内としております（当該株主総会終結時点の取締役
の員数は６名（うち、社外取締役は３名））。また、退任時の慰労金は支給しておりません。

ｃ．業績連動報酬等の額の算定方法の決定方針
当社の業績連動報酬等は、常勤取締役に対して、業績及び持続的な企業価値向上を意識した職

務遂行を促進することを目的として、事業年度ごとの業績に応じた金銭報酬とします。
具体的には、まず、年に１回、指名・報酬委員会での必要な手続きを経て取締役会の決議によ

り、売上計画、経常利益計画、税引後純利益計画の３指標、各指標の支給率、基準額、役位別の
係数を定めます。その上で、各指標をそれぞれ100％達成した場合に、基準額に、達成した当該
指標の支給率、及び役位別の係数を乗じた金額を支給します。当該指標を選定した理由は、当該
指標が当社の持続的な成長と企業価値の向上を判断するための重要な経営指標であるためです。
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業績連動報酬の支給総額は、2023年９月28日開催の第12回定時株主総会決議により年額
50,000千円以内としております（当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取
締役は３名））。

ｄ．報酬等の割合に関する方針
常勤取締役
業績に連動しない月額固定の金銭報酬である基本報酬と、業績連動報酬により構成されており

ます。基本報酬と業績連動報酬の割合は、業績連動報酬の各指標の目標達成度が全て100％の場
合、４：１としております。

社外取締役
業績に連動しない月額固定の金銭報酬である基本報酬のみで構成されております。

ｅ．報酬等の付与時期や条件に関する方針
業績に連動しない月額固定の金銭報酬は、個人別の報酬額の決定を毎年10月に行い、月次で

支給します。
業績連動報酬等は、個人別の報酬額の決定を行い、年１回定時株主総会後に速やかに支給しま

す。

ｆ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法
当社は、取締役の報酬等を公正に決定するという観点から、取締役会の任意の諮問機関として

指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、代表取締役社長と独立社外取締役
３名で構成されており、社外取締役が過半数を占めています。
取締役の個人別の報酬等については、取締役会より権限を委任された指名・報酬委員会が年に

１回取締役の個人別に、職務・貢献度・業績等を勘案の上審議・決定し、取締役会へ答申されま
す。取締役会が取締役の個人別の報酬等についての決定を指名・報酬委員会に委任した理由は、
報酬決定プロセスの独立性・客観性及び透明性を重視したことによります。
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② 当事業年度に係る報酬等の総額等

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等
取締役
（うち社外取締役）

100,896
（16,800

千円
千円）

88,836
（16,800

千円
千円）

12,060
（
千円
ー） ー 7

（４
名
名）

監査役
（うち社外監査役）

18,609
（10,800

千円
千円）

18,609
（10,800

千円
千円） ー ー ４

（２
名
名）

合計
（うち社外役員）

119,505
（27,600

千円
千円）

107,445
（27,600

千円
千円）

12,060
（
千円
ー） ー 11

（６
名
名）

（注）１．取締役の報酬の額は、2019年６月14日開催の臨時株主総会において、社外取締役以外の取締役の報
酬の額を年額100,000千円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該株主総会終結時点の取締役の員数は５名（うち、社外取締役は２名）です。また、2023年９月
28日開催の第12回定時株主総会において社外取締役の報酬の額は、年額30,000千円以内と決議して
おります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は３名）です。

２．常勤取締役の業績連動報酬の額は、2023年９月28日開催の第12回定時株主総会において、業績連動
報酬の支給総額を年額50,000千円以内としております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな
い）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は３名）です。なお、当事業
年度においては業績連動報酬等にかかる３指標のうち、経常利益計画は101.5%、税引後純利益計画
は105.1％の達成率で経営計画を達成しております。

３．監査役の報酬の額は、2020年９月29日開催の第９回定時株主総会において、年額30,000千円以内
と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち、社外監査役は２名）で
す。

４．上表には、2024年９月19日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名及
び常勤監査役１名の報酬を含んでおります。

５．当事業年度の取締役の個人別の報酬等については、取締役会より委任を受けた指名・報酬委員会（代
表取締役社長佐原敦矢氏、及び社外取締役高橋龍徳氏、香月壯一氏、清水恒美氏により構成）が決定
し、支給することとしております。

③ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
役員退職慰労金制度がなく、該当事項はありません。
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（６）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
社外取締役及び社外監査役の重要な兼職につき、当社と各兼職先との間に特段の取引関係

等はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
出席状況及び発言状況並びに社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 高 橋 龍 徳

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席いたしました。ま
た、指名・報酬委員会の委員長として、委員会７回のうち、７回に出席して
おります。公認会計士・税理士としての専門的見地、経営コンサルティング
の経験からの幅広い見識に基づき適宜発言を行うなど、意思決定の妥当性・
適正性を確保するため適切な役割を果たしております。

取締役 香 月 壯 一

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席いたしました。ま
た、指名・報酬委員会の委員として、委員会７回のうち、７回に出席してお
ります。上場企業での役員経験からの幅広い見識に基づき適宜発言を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため適切な役割を果たしておりま
す。

取締役 清 水 恒 美

2024年９月19日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回のうち
10回に出席いたしました。また、指名・報酬委員会の委員として、委員会
４回のうち、４回に出席しております。営業・マーケティング及び障がい福
祉領域における企業経営に関する幅広い見識に基づき適宜発言を行うなど、
意思決定の妥当性・適正性を確保するため適切な役割を果たしております。

監査役 鈴 木 知 幸
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、企業
法務及び法律等に関し、弁護士・税理士としての専門的見地から適宜発言を
行っております。

監査役 神 谷 有 子
当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査役会14回のうち
14回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、主に
財務・会計等に関し、公認会計士・税理士としての専門的見地から適宜発言
を行っております。
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４ 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主に対する利益還元を行うことを重要な経営課題とし

て認識しております。配当政策につきましては、健全な財務体質の維持及び将来の事業拡大に備
えるための内部留保とのバランスを図りながら、各期の経営成績及び財政状態を勘案して、利益
配当による株主に対する利益還元を実施することを基本方針としております。内部留保資金につ
きましては、経営体質の強化と事業拡大を目的とした中長期的な事業原資として利用していく予
定であります。
また、当事業年度の配当につきましては、当初予定していた１株当たり44円の配当から３円

増配し、１株当たり47円の配当を実施いたします。
なお、当社は、当社の経営環境及び今後の経営計画を踏まえ、引き続きの健全な財務体質の維

持及び将来の事業拡大に備えるための内部留保を確保しつつも株主の皆様への利益還元が可能と
判断し、当事業年度より配当方針を変更いたしましたが、今後株主還元を更に充実させることを
目的とし、その取組のひとつとして、配当性向を当事業年度2025年６月期の30％から40％へ
引き上げることといたしました。変更後の配当政策の基本方針は2026年６月期より適用いたし
ます。
今後の配当政策の基本方針につきましては、引き続きの健全な財務体質の維持及び事業拡大の

ための内部留保を確保しつつ、配当性向40％を目安に、事業の成長に沿った継続的かつ安定的
な配当を実施する方針であります。
配当の決定につきましては、会社法第459条第１項に基づき、取締役会の決議により剰余金の

配当をすることができる旨を定款に定めております。
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貸借対照表（2025年６月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額
資産の部
流動資産 3,034,049
現金及び預金 1,728,119
売掛金 1,158,862
貯蔵品 39,297
前払費用 101,194
その他 7,145
貸倒引当金 △569

固定資産 845,981
有形固定資産 425,670
建物附属設備 401,768
工具、器具及び備品 22,518
リース資産 1,382
無形固定資産 8,851
商標権 1,113
ソフトウエア 7,738
投資その他の資産 411,459
繰延税金資産 117,214
敷金及び保証金 292,562
その他 1,682

資産合計 3,880,030

科 目 金 額
負債の部
流動負債 711,654
リース債務 1,666
未払金 159,461
未払費用 272,981
未払法人税等 168,020
役員賞与引当金 12,060
預り金 97,465

固定負債 230,120
資産除去債務 230,120

負債合計 941,775
純資産の部
株主資本 2,938,255
資本金 576,615
資本剰余金 394,196
資本準備金 393,490
その他資本剰余金 705
利益剰余金 1,967,741
その他利益剰余金 1,967,741
繰越利益剰余金 1,967,741

自己株式 △298
純資産合計 2,938,255
負債純資産合計 3,880,030

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2024年７月１日から2025年６月30日まで） （単位：千円）

科 目 金 額
売上高 6,376,772
売上原価 4,570,522
売上総利益 1,806,249
販売費及び一般管理費 1,034,310
営業利益 771,938
営業外収益

受取利息 848
助成金収入 29,686
物品販売益 1,326
その他 1,079 32,939

営業外費用
支払利息 195
株式交付費 300
解約違約金 6,540 7,035

経常利益 797,843
特別損失

減損損失 37,433 37,433
税引前当期純利益 760,410
法人税、住民税及び事業税 243,056
法人税等調整額 △44,627 198,429
当期純利益 561,980

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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至横浜

ルフロン

ヨドバシカメラ

アトレ川崎

JR川崎駅

（中央東口）

川崎駅前タワー・
リバーク

ラゾーナ川崎プラザ

ホテルメッツ川崎

ホテルメトロポリタン川崎
川崎日航ホテル

ミューザ
川崎
カワサキ
デルタ

川崎
モアーズ

至東京

京急川崎駅

（中央口）

川崎ZERO GATE

（中央西口）

歩行者デッキ

JR川崎タワー

ステーション
コンファレンス川崎

株主総会会場ご案内図

会場
ステーションコンファレンス川崎 Room A

交通
J R 川崎駅 中央北改札又は中央南改札を出て

中央西口より徒歩３分（※）
京 急 京急川崎駅 中央口より徒歩10分

※ JR川崎駅には北改札もございますが、大幅に遠回りになるため、中央北改札又は中央南改札をご利用ください。
※ 当日、駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

神奈川県川崎市幸区大宮町１番地５
カワサキデルタ JR川崎タワーオフィス棟３階

2025年08月20日 18時12分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）


